
宝塚市こども計画　進捗管理表

施策

施策の方向性 該当ページ

１　すべての子どもと家庭への支援

①総合的な子ども・子育て支援の展開 １３～１４

子どものことでどこに相談すれば良いか分からない困
りごとを幅広く受け止め、適切な支援機関へ繋いでい
く。

多職種配置の強みを活かし、多角的視点の基に市民や
関係機関からの相談を実施した。その中で、継続性が必
要な相談に対しては、関係部署・関係機関と連携しなが
ら、必要な支援へ繋ぐことができた。

子ども・子育てのことでどこに相談すれば良いか分から
ない困りごとを幅広く受け止め、支援機関と連携して適
切な支援に繋いでいく。

子ども総合相談課

子どもを取り巻く、家族関係や子育ての悩みの相談な
どに応じるとともに、必要に応じて支援機関へ繋げてい
く。

相談の中で必要に応じて母子保健担当課などにつな
ぎ、必要な助言・支援を受けられるよう環境を構築し
た。また保健師と同行訪問をするなど家庭の支援も
行った。

子どもを取り巻く、家族関係や子育ての悩みの相談な
どに応じるとともに、個々の家庭に応じた切れ目のない
支援を行なっていく。

家庭児童相談課

妊娠届出時、妊娠７～８か月時、赤ちゃん訪問時、乳幼
児健診時（４か月児、１０か月児、１歳６か月児、３歳児）
の７回の面談の機会を活用し、すべての妊産婦の状況
を把握し、必要な家庭にはサポートプランを作成して伴
走型支援を行う。

妊娠届出時、妊娠７～８か月時、赤ちゃん訪問時、乳幼
児健診時（4か月児、10か月児、1歳6か月児、3歳児）
の7回の面談の機会を活用し、すべての妊産婦とこども
の状況を把握し、必要な家庭にはサポートプランを作成
した伴走型支援を行った。

妊娠届出、妊娠７～８か月、赤ちゃん訪問、乳幼児健診
（４か月児、１０か月児、１歳６か月児、３歳児）の時期の
計７回の面談機会を活用し、すべての妊産婦と乳幼児の
状況を把握し、必要に応じてサポートプランを作成して
伴走型支援を行う。

健康推進課

宝塚市社会福祉協議会は、赤い羽根共同募金を財源に
住民グループが行うこども・子育て応援活動に対して助
成を行うほか、Instagram（インスタグラム）やたから
づかつどい場マップで地域の居場所や活動の情報を発
信するなど、子育て中の親やこどもが、地域とつながり
を持ちながら安心して子育てできる環境づくりを支援
する。

助成金の交付やSNS等を活用した情報発信により、住
民主体の活動を支援した。
地域における子どもの居場所は増えている一方、要支
援者の参加は少ない状況にある。社会的孤立による参
加のしづらさや、当事者に情報が届いていないこと等が
課題である。今後は、SNSや口コミによる発信継続のほ
か、地域活動者や教育・福祉専門職によるネットワーク
が必要である。

宝塚市社会福祉協議会は、赤い羽根共同募金を財源に
住民グループが行う子ども・子育て応援活動に対して助
成を行うほか、Instagram（インスタグラム）やたから
づかつどい場マップで地域の居場所や活動の情報を発
信するなど、子育て中の親や子どもが、地域とつながり
を持ちながら安心して子育てできる環境づくりを支援
する。

地域福祉課
（宝塚市社会福祉協議会）

両親学級、産前・産後サポート事業、産後ケア事業、離乳
食学級、ニコニコ育児相談、妊産婦・乳幼児電話相談等
を実施し、妊産婦、乳幼児の相談に応じる。

両親学級10回、産前・産後サポート事業（専門相談：96
回、一般相談：97回、電話相談等：143回）、産後ケア事
業（延1,448人）、離乳食学級12回、ニコニコ育児相談
18回、妊産婦・乳幼児電話相談193回実施し、妊産婦、
乳幼児の相談に応じた。
産後ケア事業では令和7年4月から県の集合契約に参
加し、利用期間、対象施設、各種加算等を拡充したこと
により、利用者数は大幅に増加した。

両親学級、産前・産後サポート事業、産後ケア事業、離乳
食学級、ニコニコ育児相談、妊産婦・乳幼児電話相談等
を実施し、妊産婦、乳幼児の相談に応じる。

健康推進課

概ね0～3歳までの親子の居場所・交流の場（きらきら
ひろば）を提供し、常駐の保育士のほか、助産師等専門
職による相談の充実を図る。
また、子育てに関する情報提供や子育て講座を開催す
る。

親子の居場所・交流の場として提供しているきらきらひ
ろばにおいて、8,027人（子ども4,069人、大人
3,958人）の利用があった。また、きらきらひろばに常
駐する保育士のほか、助産師等の専門職のアウトリーチ
による相談の利用が497件あった。

子育て親子（概ね０～3歳まで）が安心して過ごせる居
場所・交流の場として、きらきらひろばの提供や、保育
士・助産師等の専門職による相談支援、子育てに関する
情報提供や子育て講座を実施する。
また、子ども家庭支援センター内に「地域子育て相談機
関」を設置し、利用者支援専門員が子育て世帯の不安や
孤立感、負担感の軽減を図る。

子ども家庭支援センター

各保育所の子育て支援事業を通して、園庭開放や子育
て相談などに取り組む。

わかくさ保育所（すこやか）、米谷保育所（すくすく）の子
育て支援拠点を基盤とし、育児相談・園庭開放・育児講
座を実施してきた。また、市立保育所全園に地域子育て
支援担当保育士を配置し、地域に開かれた保育所とし
て、事業を推進した。

各保育所の子育て支援事業を通して、園庭開放や子育
て相談などに取り組む。

保育企画課

子どものことでどこに相談すれば良いか分からない困
りごとを幅広く受け止め、適切な支援機関へ繋いでい
く。

多職種配置の強みを活かし、多角的視点の基に市民や
関係機関からの相談を実施した。その中で、継続性が必
要な相談に対しては、関係部署・関係機関と連携しなが
ら、必要な支援へ繋ぐことができた。

子ども・子育てのことでどこに相談すれば良いか分から
ない困りごとを幅広く受け止め、支援機関と連携して適
切な支援に繋いでいく。

子ども総合相談課

ペアレント・トレーニングなどを通して、前向きなしつけ
の方法を身につけるきっかけを提供する。

集団によるペアレント・トレーニングの講座を9月と1月
の2クール実施し、2クールとも定員上限の6名の参加
があった。加えて、個別によるペアレント・トレーニング
を19名に行った。

ペアレント・トレーニング等の講座を様々な媒体で広報
し、前向きなしつけの方法を身につけるきっかけを提供
する。

家庭児童相談課

3
コミュニティの７つのブロック毎に整備している地域児童館・
子ども館の運営により、引き続き子ども・子育て支援に取り
組みます。

地域の子育て支援の拠点として、コミュニティの７つの
ブロック毎に整備している児童館（子ども館含む）を活
用し、親子の交流の場の提供、子育て相談、子育て情報
の提供、子育て講座等の事業を実施する。
大型児童センターは、中高生が自由に集える安全な居
場所、自主活動の機会を提供する。

地域の子育て支援の拠点として整備している児童館（子
ども館含む）を活用し、高校生までの子ども73,761人
の利用があった。中高生が自由に集える安全な居場所、
自主活動の機会の場として提供している大型児童セン
ターでは、中高生19,285人の利用があった。

コミュニティの７つのブロック毎に整備している児童館
（子ども館含む）が、地域における子育て支援の拠点の
役割を果たせるよう、子育て親子の交流の場の提供、子
育て情報の提供、子育て相談、子育て講座等の事業を
実施する。
大型児童センターでは、中高生が自由に集い、自主的に
活動できる安全な居場所を提供する。

子ども家庭支援センター

母子保健・児童福祉機能の一体的な運営、サポートプランを
活用した支援、支援メニューの拡充に向けた地域資源の開拓
など、妊産婦、子どもや家庭への相談支援体制の充実を図り
ます。

◎

2
子育て当事者が地域の中で孤立しないよう、妊産婦や親子の
交流の場の提供や子育て相談、子育て講座の開催等に引き続
き取り組みます。
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②子どもと母親の健康の確保 １５～１８

4

すべての妊産婦の状況を把握し、サポートプランを活用して、
関係機関と連携して包括的に支援します。たからっ子給付金
事業（妊婦のための支援給付）による経済的支援と、随時提供
する母子保健事業により、妊娠・出産・子育てに伴走して切れ
目なく支援し、妊産婦の健康確保を図ります。産後ケア事業
を拡充するとともに、産前・産後サポート事業との相互利用
を推進します。

◎

たからっ子給付金（妊婦のための支援給付）による２回
の経済的支援を行う。
妊娠届出時、妊娠７～８か月時、赤ちゃん訪問時、乳幼
児健診時の７回の面談の機会を活用し、すべての妊産
婦の状況を把握し、必要な家庭にはサポートプランを作
成して伴走型支援を行う。
産後ケア事業は兵庫県の集合契約に参加し、県内に実
施機関を拡充することで、利用機会を増やす。産前・産
後サポート事業との相互利用を進め、切れ目ない支援
を行う。

たからっ子給付金（妊婦のための支援給付）による２回
の経済的支援を行った。
妊娠届出時、妊娠７～８か月時、赤ちゃん訪問時、乳幼
児健診時の７回の面談の機会を活用し、すべての妊産
婦の状況を把握し、必要な家庭にはサポートプランを作
成して伴走型支援を行った。
産後ケア事業は兵庫県の集合契約に参加し、県内に実
施機関を拡充した。産前・産後サポート事業との相互利
用を進め、切れ目ない支援を行った。

たからっ子給付金（妊婦のための支援給付）による２回
の経済的支援を行う。
妊娠から子どもが3歳頃までの計７回の面談機会を活
用し、すべての妊産婦と乳幼児の状況を把握するととも
に、必要に応じてサポートプランを作成して伴走型支援
を行う。
産後ケア事業は、県の集合契約に参加しており、県内の
実施機関を利用することができる。産前・産後サポート
事業との相互利用を進め、切れ目ない支援を行う。

健康推進課

5
新生児訪問、未熟児訪問、赤ちゃん訪問、乳幼児健診を継続し
ます。また、乳幼児の健やかな成長発達を促進するため、乳
幼児健診の受診機会の拡充について検討を進めます。

◎
新生児訪問、未熟児訪問、赤ちゃん訪問、乳幼児健診の
機会に全ての乳幼児を把握し、切れ目ない支援を行う。

新生児訪問、未熟児訪問、赤ちゃん訪問、乳幼児健診の
機会に全ての乳幼児を把握し、切れ目ない支援を行っ
た。

新生児訪問、未熟児訪問、赤ちゃん訪問、乳幼児健診の
機会に全ての乳幼児を把握し、切れ目ない支援を行う。

健康推進課

6
阪神北広域こども急病センターや圏域内の小児科対応救急
医療機関による、夜間・休日の小児科救急医療提供体制の確
保を継続します。

夜間・休日の急病時に必要な診療を受けることができ
るよう、他市町と連携し、年間を通して救急医療提供体
制の確保に取り組む。

他市町と連携し、年間を通して夜間・休日の救急医療提
供体制を確保した。

夜間・休日の急病時に必要な診療を受けることができ
るよう、他市町と連携し、年間を通して救急医療提供体
制の確保に取り組む。

健康推進課

7
乳幼児健診の充実に向けて取り組みます。また、母子保健情
報のデジタル化を目指して、電子版母子健康手帳や予防接種
のデジタル予診票の導入について検討を進めます。

◎

健康診査により精密検査や継続支援が必要な児の早期
発見、早期支援に取り組む。また、発達障碍（がい）児の
正しい知識の啓発、育てにくさや育児不安の相談に応
じ、児童虐待の早期発見、早期支援につなげる。
電子版母子健康手帳導入についての検討を行う。
予防接種に関しては、電子版母子健康手帳でのスケ
ジュール管理、デジタル予診票の導入について検討を行
う。

健康診査により精密検査や継続支援が必要な児の早期
発見、早期支援に取り組んだ。また、発達障碍（がい）児
の正しい知識の啓発、育てにくさや育児不安の相談に
応じ、児童虐待の早期発見、早期支援につなげた。
電子版母子健康手帳導入についての検討を行い、
予防接種に関しては、電子版母子健康手帳でのスケ
ジュール管理、デジタル予診票の導入について検討を
行った。

健康診査により精密検査や継続支援が必要な児の早期
発見、早期支援に取り組む。また、発達障碍（がい）の正
しい知識の啓発や、育てにくさや育児不安の相談に応じ
るとともに、児童虐待の早期発見、早期支援につなげ
る。
電子版母子健康手帳導入に向けて検討を行う。
予防接種について、令和8年4月から妊婦RSウイルス定
期接種を開始し、令和10年度の予防接種事務デジタル
化に向けて準備をすすめる。

健康推進課

③配慮が必要な子どもと家庭への支援の充実 １９～２０

・支援が必要な就学前の子どもを対象に、通園による知
的・肢体・早期療育の各クラスで療育を行うほか、外出
が困難な児童の居宅に訪問し療育を行う。
・主に就学前の子どもを対象に、精神科、小児科医師等
の専門職員等による相談を行う。また、保育所や児童館
等の身近な子育て支援の場での出前発達相談などを実
施する。
・保育所や学校等の職員に対し、療育に関する指導や講
座の開催など、発達に関する学習の機会を提供する。

支援が必要な就学前の子どもを対象に、通園や訪問に
よる療育を行うとともに、医師、臨床心理士、理学療法
士、言語聴覚士、保健師等が連携し、総合福祉センター、
児童館、保育所等に出向いて相談会を実施した。また、
保育所や学校等の職員に対し、療育に関する指導など、
発達に関する学習の機会を提供した。

・支援が必要な就学前の子どもを対象に、通園による知
的・肢体・早期療育の各クラスで療育を行うほか、外出
が困難な児童の居宅に訪問し療育を行う。
・主に就学前の子どもを対象に、精神科、小児科医師等
の専門職員等による相談を行う。また、保育所や児童館
等の身近な子育て支援の場での出前発達相談などを実
施する。
・保育所や学校等の職員に対し、療育に関する指導や講
座の開催など、発達に関する学習の機会を提供する。

子ども発達支援センター

保育における特別な支援が必要な児童が、スムーズに
保育所生活を過ごせるよう、加配保育士を配置する。

市立７園で６２名、私立２８園で１３2名の障碍（がい）児
を受け入れ、特別支援保育を実施した。

保育における特別な支援が必要な児童が、スムーズに
保育所生活を過ごせるよう、加配保育士を配置する。

保育企画課

うまく発音ができない構音障碍(がい)のある就学前の
幼児を早期に発見し、発音の練習を行い、集団生活に進
んで参加できる意欲や態度を育てるよう指導を行う（各
幼稚園の訪問及び末成小学校内で通級指導を実施）。

各幼稚園の訪問及び末成小学校内で通級指導を実施
し、それぞれ74名、21名の児童に改善指導をした。

うまく発音ができない構音障碍(がい)のある就学前の
幼児を早期に発見し、発音の練習を行い、集団生活に進
んで参加できる意欲や態度を育てるよう指導を行う（各
幼稚園の訪問及び末成小学校内設置の「ことばの教室」
で通級指導を実施）。

幼児教育センター

9
相談支援体制強化のため、「こども家庭ソーシャルワーカー」
等の専門資格の取得を促進し、関係機関との連携強化を図り
ます。

◎
専門資格の取得のため、研修を受講し、適切な支援がで
きるような環境の整備を行う。

専門資格「こども家庭ソーシャルワーカー」の取得に向
け研修を受講し、1名が合格した。研修資料は他の職員
も閲覧できるように整理し、次年度以降に受講する職員
にも活かせるよう環境を整えた。

専門資格の取得のため、研修を受講し、適切な支援がで
きるような環境の整備を行うとともに、前年度に資格取
得した職員を中心として実務経験者の専門性の向上を
図る。

家庭児童相談課

子どものことでどこに相談すれば良いか分からない困
りごとを幅広く受け止め、適切な支援機関へ繋いでい
く。

多職種配置の強みを活かし、多角的視点の基に市民や
関係機関からの相談を実施した。

子ども・子育てのことでどこに相談すれば良いか分から
ない困りごとを幅広く受け止め、支援機関と連携して適
切な支援に繋いでいく。

子ども総合相談課

関係機関と連携し家庭状況を把握したうえで、支援方針
や支援体制について検討を進める。

小中学校や保育所などの関係機関と連携し、情報収集
を行った。
今後も家庭状況の把握に努め、支援体制の構築を進め
ていく。

関係機関と連携し家庭状況を把握したうえで、支援方針
や支援体制について検討を進めるとともに、組織横断
的に連携し支援を行う。

家庭児童相談課

10
ヤングケアラーへの支援に向け、支援のあり方を検討すると
ともに、支援体制を構築します。

8

高度の専門的な知識及び技術を必要とする児童発達に係る
支援を提供し、あわせて障碍（がい）児の家族、障碍（がい）児
の通う保育所、幼稚園、小学校等の職員に対し、相談、専門的
な助言その他の必要な援助を行います。

◎

2
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④子どもの貧困対策・経済的支援 ２１～２２

関係機関・団体等が参加する交流会に参加するなど、関
係機関・団体等との連携や地域とのネットワークづくり
を推進するとともに、子どもの貧困解消に向けた取組
の研究を進める。

関係機関・団体等とのネットワークづくりを推進するた
め、地域福祉課・市社会福祉協議会が主催する第１地区
地域生活支援会議に参加し、地域食堂・子ども食堂の取
組等、市民活動団体等の活動状況の把握に努めた。

関係機関・団体等が参加する交流会に参加するなど、関
係機関・団体等との連携や地域とのネットワークづくり
を推進するとともに、子どもの貧困解消に向けた取組
の研究を進める。

子ども政策課

関連する機関の一つとして、連携や地域とのネットワー
クづくりの推進に協力する。

関係機関・団体等とのネットワークづくりを推進するた
め、地域福祉課・市社会福祉協議会が主催する地域生活
支援会議（第１・３・４地区）に参加し、関係づくりに努め
た。

地域の団体や関係機関と情報の共有を密に図りながら
連携を進める。

子ども家庭支援センター

12
ひとり親家庭の子どもへの学習支援のさらなる充実に向け、
検討を進めます。

◎

児童扶養手当を受給する世帯に属する市内居住の中学
2・3年生を対象に学習支援を令和7年度も継続して実
施する。個別指導の通塾を通じて、ひとり親家庭の子ど
もが抱える精神面、経済面の悩みや課題に寄り添って
対応し、学習習慣の定着化を図るとともに、高校進学を
後押しする取組の充実を図る。また、申込忘れ等が無い
よう、引き続き制度の周知を図る。

児童扶養手当を受給する世帯の中学2・3年生を対象に
募集を行い、利用者数は79人となった。委託事業者を
通じて様子が気になる子どもへ家庭状況の聞き取り等
を行い相談を実施する等、学習支援のみではなく、生活
支援を行った。
また、学習支援事業について、対象者へ個別に案内した
ほか、窓口においても事業の案内をする等、年度途中で
対象となる方への周知も図った。

令和8年度から、せいかつ支援課が実施していた類似事
業と統合し、対象に生活保護受給世帯等の中学2・３年
生を加え実施する。
個別指導の通塾を通じて、生活困窮世帯等の子どもが
抱える精神面、経済面の悩みや課題に寄り添って対応
することで、学習習慣の定着化を図るとともに、高校進
学を後押しする取組の充実を図る。

子育て応援課

２　子育てと仕事の両立支援

①性別にとらわれず仕事や家庭・地域生活に参画できる社会の促進 ２３～２４

チャレンジ相談や男性セミナー等（男女共同参画セン
ター主催）を実施し、男女共同参画社会づくりに実効性
のある講座等を継続して実施する。

男女共同参画センター主催講座として、女性の起業・就
労支援を目的としたチャレンジ相談を実施した（相談件
数23件）。また、起業・就労セミナーも実施した（全3回・
延べ52人）。男性セミナーでは「心と身体の健康づくり」
をテーマに、全3回実施し、延べ45人の参加があった。

チャレンジ相談や男性セミナー等（男女共同参画セン
ター主催）を実施し、男女共同参画社会づくりに実効性
のある講座等を継続して実施する。

人権平和・男女共同参画課

市民にワークサポート宝塚や若者しごと相談を周知し、
就職に繋がるよう支援する。また、兵庫労働局等の関係
機関と連携し、女性の就労を支援するセミナー等の開催
に取り組む。

広報誌やLINEなどを活用し、ワークサポート宝塚や若
者しごと相談の周知に努めた。また、西宮公共職業安定
所と連携し、女性の就労を支援するセミナーを計4回実
施した。

市民にワークサポート宝塚や若者しごと相談を周知し、
就職に繋がるよう支援する。また、兵庫労働局等の関係
機関と連携し、女性の就労を支援するセミナー等の開催
に取り組む。

商工勤労課

14
固定的な性別役割分担意識の解消に資する取組に関する啓
発や情報発信に引き続き取り組みます。

ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の推進のた
めの啓発講座を実施する。

男女共同参画センター主催講座として、男女共同参画基
礎講座を全4回実施し、延べ79人の参加があった。性
別役割分業意識や仕事中心の生き方について考えお互
いの理解や気づきを得る機会を提供した。

ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の推進のた
めの啓発講座等を実施する。

人権平和・男女共同参画課

15
学校教育におけるジェンダー平等の理念を推進する教育・学
習に引き続き取り組みます。

各学校園で人権教育全体計画及び年間指導計画を作成
し、各教科・総合的な学習の時間等、教育活動全体を通
じて実践する。また、学習会等において助言をするた
め、人権教育指導員を派遣する。

各学校園で人権教育全体計画及び年間指導計画を作成
し、各教科・総合的な学習の時間等、教育活動全体を通
じて実践を推進した。また、学習会等において人権教育
指導員を派遣し、指導・助言を行うことで、人権教育の
充実と教職員の指導力向上を図った。

各学校園で人権教育全体計画及び年間指導計画を作成
し、各教科・総合的な学習の時間等、教育活動全体を通
じて実践する。また、学習会等において助言をするた
め、人権教育指導員を派遣する。

学校教育課

②多様な保育施策の充実 25

16 保育ニーズに合わせた保育所定員の確保を行います。 ◎

令和6年度に施設整備を行い、令和7年4月、新たに認
可保育所を開設する。
今後も、宝塚市子ども・子育て支援事業計画に基づき、
地域ごとの保育ニーズを考慮しつつ、保育所の定員確
保について検討する。

大規模マンション建設により保育ニーズの増加が見込
まれるため、令和7年4月に新たに認可保育所を開設し
た（そらとはな保育園：定員６０人）。
なお、5年連続で保育所の待機児童はゼロとなった。

宝塚市子ども・子育て支援事業計画に基づき、地域ごと
の保育ニーズを踏まえ、保育所の定員確保について検
討する。

保育企画課

保育士確保に向け、たからづか私立保育園就職フェア、
保育士研修会、人材活用支援講座を実施する。

私立保育園就職フェアを２回実施した。保育士研修会で
は、講師を招き、保育士の重要性についての研修を開催
した。人材活用支援講座では、現役保育士とのグループ
ワーク等を通じて、保育の魅力について発信することが
できた。

保育士確保に向け、たからづか私立保育園就職フェア、
保育士研修会、人材活用支援講座を実施する。

保育企画課

私立認可保育所に対し、保育士宿舎借上げ支援事業を
実施するとともに、私立認可保育所・私立小規模保育事
業所に対し、保育士就職支援事業を実施する。

私立認可保育所に対し、保育士宿舎借上げ支援事業実
施するとともに、私立認可保育所・私立小規模保育事業
所に対し、保育士就職支援事業を実施した。

私立認可保育所に対し、保育士宿舎借上げ支援事業を
実施するとともに、私立認可保育所・私立小規模保育事
業所に対し、保育士就職支援事業を実施する。

保育事業課

13
共働き・共育ての推進に向け、女性の就労等を支援する起業・
就労セミナーや男性の育児をテーマとした男性セミナーを引
き続き実施します。

17
たからづか私立保育園就職フェア、保育士確保に向けた保育
士研修会や人材活用支援講座などを引き続き実施し、保育士
の人材確保に向けた取組を推進します。

11
子どもの貧困対策に向け、引き続き地域とのネットワークづ
くりを推進するとともに、地域における子どもの貧困に対す
る支援活動の促進を図ります。

3
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③放課後児童対策の充実 26

18
特に低学年において多くの待機児童が予想される校区に民
間放課後児童クラブの整備促進を図ります。また学校施設に
ついても、活用方法について協議検討を進めていきます。

◎
低学年において多くの待機児童が予想される校区に民
間放課後児童クラブを整備する。また、学校施設の利用
促進についても教育委員会と協議していく。

安倉北小、長尾小、長尾南小の3校区の児童を対象に、
新しく民間放課後児童クラブを整備（定員２０名拡充）
し、令和8年度から受け入れを開始した。
また、教育委員会と調整し、待機児童の多かった長尾南
小学校地域児童育成会の定員を40名拡充し、令和8年
度から受け入れを開始した。

民間放課後児童クラブについては、待機児童数が多く
見込まれる小学校区への設置を引き続き進めるととも
に、運営費の補助基準額の見直しや、多様な主体による
学童保育の運営についても検討を進める。併せて、低学
年の待機児童が多い校区で、教育委員会と連携し夏期
臨時地域児童育成会を開設する。また、小学校の空き教
室の活用の検討を進めるとともに、居住している学校
区以外の地域児童育成会を利用できるよう制度を整備
する。

アフタースクール課

３　教育環境の整備

①学校教育の充実 ２７～２８

関係機関や専門職との連携体制を強化しつつ、生徒指
導に関する実践的研究を進めるとともに、教育相談機
能の充実を図る。併せて、校内支援体制の再編や研修の
実施等により、組織的な支援体制を構築する計画を立
案することを各学校へ求める。

生徒指導に係る連絡調整会や生徒指導連絡協議会を開
催し、児童生徒の問題行動を未然に防ぐため、各校の生
徒指導担当教員と情報共有等の連携を行い、より効果
的な支援体制の構築を図った。

関係機関や専門職との連携体制を引き続き強化しつ
つ、生徒指導に関する実践的研究を進めるとともに、教
育相談機能のより一層の充実を図る。併せて、校内支援
体制の再編や研修の実施等により、組織的な支援体制
を構築する計画を立案することを各学校へ求める。

学校教育課

虐待ケース会議で助言するとともに、児童・生徒がより
良い学校生活を送ることができるよう支援していく。

虐待ケース会議で関係機関と学校をつなぎ助言・調整
することにより、より良い学校生活が送れる支援ができ
た。

虐待ケース会議で助言するとともに、児童・生徒がより
良い学校生活を送ることができるよう支援していく。

青少年センター

専門職や関係機関との連携体制を整備・強化し、課題を
抱える児童生徒に対して組織的・継続的に対応できる校
内支援体制を構築する。個別の支援計画の策定やケー
ス会議の実施を通じて、一人ひとりの状況に応じたきめ
細やかな支援を推進する。

子どもが抱える様々な課題に対して、組織的な支援が
行えるよう、スクールカウンセラー・スクールソーシャル
ワーカー・スクールロイヤーなどの専門職を活用し、関係
機関と連携しながら、子ども一人ひとりの状況に応じた
きめ細やかな支援を行った。

専門職や関係機関との連携体制を整備・強化し、課題を
抱える児童生徒に対して組織的・継続的に対応できる校
内支援体制を構築する。個別の支援計画の策定やケー
ス会議の実施を通じて、一人ひとりの状況に応じたきめ
細やかな支援を推進する。

学校教育課

子どもの様々な課題に対して、心理的・発達的側面から
状況をアセスメントし、より良い支援を行うために、ス
クールカウンセラーを配置する。

子どもの様々な課題に対してより良い支援を行うため
に、すべての学校でスクールカウンセラーに相談できる
ように配置を行った。

組織的な支援を行うため、専門職や関係機関とスムー
ズな連携を目指す。

教育支援課

21
不登校児童生徒の学びの場の確保や環境整備を行うととも
に、学校風土の見える化を通してみんなが安心して学べる場
所になるよう、不登校支援対策に引き続き取り組みます。

子どもの様々な課題に対して、心理的・発達的側面から
状況をアセスメントし、より良い支援を行うために、ス
クールカウンセラーを配置する。
また、市内全中学校と小学校２校に別室登校指導員を、
それ以外の小学校にAssistスタッフを通年配置し、学
校内別室において、不登校傾向にある児童生徒の支援
を行う。

子どもの様々な課題に対してより良い支援を行うため
に、すべての学校でスクールカウンセラーに相談できる
ように配置を行った。
また、全市立小・中学校に不登校支援員を配置した。そ
のうち、小規模校１校に関しては小中一貫として不登校
支援員を配置した。

各学校で行っているアンケート結果をスクールカウンセ
ラーと共有し、児童生徒の支援に活かす。また、市立小
中学校内に教室以外の居場所（校内サポートルーム）の
体制を拡充することで、不登校傾向にある児童生徒の
支援を行う。教育支援センターでは、学校外においても
児童生徒の社会的自立に向けた支援を行う。

教育支援課

22
校則の見直しについて、宝塚市校則見直しガイドラインに沿っ
て、児童生徒を主体とした取組を推進し、より良い学校環境
づくりに取り組みます。

◎

宝塚市校則見直しガイドラインに基づき、児童生徒の意
見を尊重した話し合いや意識啓発を通じて、主体的な取
組を促進する。教職員・保護者との協議を重ねながら、
校則の適切な見直しを行い、より良い学校環境の実現
に向けた計画を策定する。

宝塚市校則見直しガイドラインを生徒指導連絡協議会を
通じて、各学校に周知した。各学校において、生徒主体
とした取り組みを進めていけるよう、各校生徒指導担当
教員と連携し、より良い学校環境の実現に取り組んだ。

宝塚市校則見直しガイドラインに基づき、児童生徒の意
見を尊重した話し合いや意識啓発を通じて、主体的な取
組を更に促進する。教職員・保護者との協議を重ねなが
ら、校則の適切な見直しを行い、より良い学校環境の実
現に向けた取組を推進する。

学校教育課

23
教職員の業務効率化や意識改革を推進するとともに、地域や
保護者の協力も得ながら教職員が担う業務の適正化を図り、
学校現場における働き方改革に取り組みます。

◎

教職員の働き方改革について、地域や保護者の協力を
得るため周知を図り、教職員が担う業務の適正化を図
る。また、勤怠管理の電子化を進めることで業務効率化
や意識改革を推進し、学校における働き方改革に取り
組む。

令和7年9月に「宝塚市教職員の働き方改革基本方針」
を策定し、市HP等を通じて地域や保護者に周知を図っ
た。また、令和8年1月に勤怠管理システムを全校に導
入し、業務効率化や意識改革を推進した。

教職員の働き方改革について、地域や保護者向けの啓
発文書を作成し周知を図ることにより、教職員が担う業
務の適正化を図る。また、勤怠をデータ管理することで
業務効率化や意識改革を推進し、学校における働き方
改革に取り組む。

職員課

24
義務教育９年間を見通した学校教育の実践として小中一貫教
育の取組を推進していくとともに、小学校区と中学校区の整
合を図っていきます。

◎

教育環境適正化の議論が先行している一部地域の意見
を踏まえながら、途切れのない義務教育9年間の実践に
ついて検討するとともに、小学校区と中学校区の整合
に向けて取り組む。

途切れのない義務教育9年間の実践について検討し、
小学校区と中学校区の整合に向けて取り組んだ。宝塚
市教育環境審議会へ諮問し、答申を得て、令和7年度よ
り、光明小学校からの進学先を高司中学校に集約した。

教育環境適正化の議論が先行している一部地域の意見
を踏まえながら、途切れのない義務教育9年間の実践に
ついて検討するとともに、小学校区と中学校区の整合
に向けて取り組む。

教育環境整備課

19

生徒指導連絡調整会等で関係機関や専門職と連携を深めな
がら、児童・生徒の健全育成に向けた生徒指導に関する研究
を進めるとともに、児童・生徒の健全育成に向けた教育相談
を充実させ、校内支援体制を構築していきます。

◎

20

子どもが抱える様々な課題に対して、組織的な支援が行える
ように、スクールカウンセラー・スクールソーシャルワーカー・
スクールロイヤーなどの専門職、関係機関と連携しながら、引
き続き一人ひとりの状況に応じたきめ細やかな支援を推進
します。

4
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②社会教育の推進 29

25

公民館や図書館などの社会教育施設で子どもの成長に寄与
できるような環境整備や事業の推進に取り組みます。また、
公民館においては、地域、民間と連携した事業の推進、図書
館においては、宝塚市子どもの読書活動推進計画の中心施設
として関係各課と連携して、子どもの読書活動推進に取り組
みます。

◎

公民館では、市民の教養の向上、健康の増進、生活文化
の振興、社会福祉の増進に寄与することを目的に、指定
管理者と連携して、生活に即する教育、学術及び文化に
関する講座等を引き続き実施するとともに、東公民館
の老朽化による大規模改修工事を実施する。
図書館では、読書活動推進に繋がる行事の開催、児童
書の充実など読書環境の整備、関係各課との連携を図
り、子どもの読書活動に取り組む。

公民館では子どもや親子向けの講座を実施した。特に
夏期休業中には、公民館で活動しているグループ等の
指導によりダンスや料理など様々な学びができるサ
マースクールを実施することで、居場所の一つや多世代
交流にも繋がっている。東公民館では、トイレ等の老朽
化した施設の大規模改修工事を実施した。
図書館では、おはなし会や読書会などの行事を開催し、
読書活動の推進を図った。そのほか、児童書の充実に努
め、子どもの読書環境の整備に取り組んだ。

公民館では、市民の教養の向上、健康の増進、生活文化
の振興、社会福祉の増進に寄与することを目的に、指定
管理者と連携して、生活に即する教育、学術及び文化に
関する講座等を引き続き実施する。
図書館では、読書活動推進に繋がる行事の開催、児童
書の充実など読書環境の整備、関係各課との連携を図
り、子どもの読書活動に取り組む。

社会教育課
中央図書館
西図書館

③就学前教育・保育の充実 30

26
（仮称）就学前教育・保育振興基本計画を策定し、本市の就学
前教育・保育の充実を図ります。

◎

市内全体の保育の質の向上のための連携協定を締結し
ている国立大学法人兵庫教育大学や、庁内検討会、小
学校長会、各施設長会等と協議を行い、令和7年度中に
計画を策定する。

本市の就学前施設の関係者が立場を越えて連携・協働
し、子どもの未来を拓く学びと生活の基盤を育むため
の指針となる「宝塚市就学前教育ビジョン」を策定した。

令和7年度に改訂したTAKARAっ子架け橋カリキュラ
ムを軸とした就学前教育ビジョンを、第２次宝塚市教育
振興基本計画（後期）に合わせ、関係機関へ適切に周知
し、活用を促すことで、各地域の実情に応じたカリキュ
ラム策定を推進する。

幼児教育センター

④子どもの人権擁護の推進 ３１～３２

27
別室登校指導員・Assisｔスタッフによる不登校の子どもへの
支援に引き続き取り組みます。

市内全中学校と小学校２校に別室登校指導員を、それ
以外の小学校にAssistスタッフを通年配置し、学校内
別室において、不登校傾向にある児童生徒の支援を行
う。

全市立中学校と市立小学校２校に別室登校指導員を、
それ以外の小学校にAssistスタッフを通年配置し、学
校内別室において、不登校傾向にある児童生徒の支援
を行った。

市内小中学校に別室登校指導員やAssistスタッフを通
年配置し、学校内別室において不登校傾向にある児童
生徒の対策をおこなう。

教育支援課

子どもの気持ちを早期に受け止め、相談に応じるだけ
でなく、関係機関との調整や権利救済の申立てを受け
ての調査など、問題解決に向けた支援を行う宝塚市子
どもの権利サポート委員会の周知を図るとともに、出前
講座の実施により子どもの権利に関する啓発活動を行
う。

子どもの権利サポート委員会（たかラッコクラブ）におけ
る新規相談が56件、延べ相談が199件、新規相談のう
ち子ども自身からの相談割合が63％であった。また、
包括連携協定先の武庫川女子大学の学生を対象に公募
し決定したマスコットキャラクターを活用した啓発物や
おたよりを学校を通じて配布するなど、同委員会及び
子どもの権利に関する周知啓発を図った。

子どもの権利に関する相談を受け、その救済を図るた
めの関係機関との調整や権利救済の申立てを受けての
調査など、問題解決に向けた支援を行う宝塚市子ども
の権利サポート委員会（たかラッコクラブ）の周知を図る
とともに、出前講座の実施により子どもの権利に関する
啓発活動を行う。

子ども政策課

こども基本法及び子どもの権利条約の理念に則り、教
育活動全体を通じて、子どもたちに子どもの権利につ
いての理解を促進する取組を行っていく。

スクールロイヤーによる子どもたちへの出前授業を実
施し、子どもの権利について、子どもたちに伝え、理解
の促進を行った。

こども基本法及び子どもの権利条約の理念に則り、教
育活動全体を通じて、子どもたちに子どもの権利につ
いての理解を促進する取組を行っていく。

学校教育課

４　安全・安心の環境づくり

①子育てを支援する生活環境の整備 33

29
子育て世帯や若者夫婦世帯に対する、市営住宅に当選する確
率の優遇措置など引き続き子育て支援に取り組みます。

・子育て世帯・若者夫婦世帯に向けて市営住宅に当選す
る確率を優遇する制度を引き続き実施する。
・ひとり親世帯等に対する住宅確保の支援に引き続き
取り組む。

・令和７年度上・下期の募集時に子育て世帯・若者夫婦
世帯に対する優遇措置を実施した。
・ひとり親世帯優先住宅を令和７年度上期4戸（入居1
戸）、下期4戸（入居2戸）募集した。

・子育て世帯・若者夫婦世帯に向けて市営住宅に当選す
る確率を優遇する制度を引き続き実施する。
・ひとり親世帯等に対する住宅確保の支援に引き続き
取り組む。

住まいづくり推進課

30

市内の公共施設や店舗等で授乳やおむつ替えができる「赤
ちゃんの駅」について、引き続き設置箇所の増を図るととも
に、イベントにおける「移動式赤ちゃんの駅」のテントの貸し出
しの普及を図ります。

設置箇所数増加に向け啓発を行うとともに、市民に情
報提供し利用促進を図る。
また、市内で開催されるイベントに、乳幼児のおむつ交
換や授乳を行うためのスペースとして移動式赤ちゃん
の駅を貸し出す。

「赤ちゃんの駅」について、設置箇所数増加に向けた啓
発を行うとともに、市民に情報提供し利用促進を図っ
た。令和７年度末時点で108か所（公共施設40か所、
民間施設68か所）設置を行い、「移動式赤ちゃんの駅」
のテントの貸出を4回行った。

子育て親子が安心して外出できるよう、引き続き新規
の設置箇所に向け取り組むとともに、市民に情報提供し
利用促進を図る。
また、市内で開催されるイベントに、乳幼児のおむつ交
換や授乳を行うためのスペースとして移動式赤ちゃん
の駅を積極的に利用してもらえるよう、事業者等への啓
発に努める。

子ども家庭支援センター

②子どもの安全・安心の確保 34

31
インターネット上の消費者トラブルを含む消費者被害防止に
引き続き取り組みます。

夏休み期間中、放課後児童クラブにおいて出前講座を
実施し、インターネットの賢い使い方等の啓発に取り組
む。

夏休み期間中、放課後児童クラブにおいて「かしこく使
おう！ネットとゲーム」というテーマの出前講座を27回
実施し、合計639人が受講した。

放課後児童クラブを利用する小学生を対象に夏休み中
に実施する消費者教育出前講座を継続するとともに、
自ら考え行動する消費者を育むため、市内の小中学校・
高校に授業等での消費生活出前講座の利用を働きかけ
るなど、学校園と連携した若年者へのインターネットトラ
ブルを含む消費者教育に取り組む。

消費生活センター

32
スマートフォンやインターネットの利用方法について、学校に
おいて情報モラルの学習に引き続き取り組みます。

児童生徒の発達段階に応じた情報モラル教育を実施
し、スマートフォンやインターネットの適切な利用に関す
る指導を継続的に実施する。また、外部講師による講演
を実施し、各家庭への意識啓発と実践的な学びを推進
する。

各校において、スマートフォンやインターネットの安全な
利用方法について指導し、必要に応じて、外部講師を招
いて情報モラル教室を実施するなど、子どもたちや家
庭に啓発を行った。

児童生徒の発達段階に応じた情報モラル教育を実施
し、スマートフォンやインターネットの適切な利用に関す
る指導を継続的に実施する。また、外部講師による講演
を実施し、各家庭への意識啓発と実践的な学びを推進
する。

学校教育課

28
子どもの教育・養育の場における子どもの権利に関する理解
の促進に引き続き取り組みます。
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５　家庭や地域の子育て力・教育力の向上

①家庭教育及び地域による子育て支援の推進 35

自治会及びまちづくり協議会の活動を支援することで、
各団体が実施する行事等を通して、 保護者同士・地域
住民との交流の機会の創出を推進する。

自治会活動補助金やまちづくり協議会補助金を通じ、
各団体が実施する行事等を支援し、 保護者同士・地域
住民との交流の機会の創出を推進した。

自治会及びまちづくり協議会の活動を支援することで、
各団体が実施する行事等を通して、 保護者同士・地域
住民との交流の機会の創出を推進する。

市民協働推進課

民生委員・児童委員の活動を支援することで、委員が実
施する身近な地域における子どもの見守り活動等を推
進する。

地域における民生委員・児童委員の相談・調査活動を通
じて、地域の子どもや家庭の生活の見守りなど、福祉活
動の実践に活動助成することより、地域福祉の向上を
図った。
〇子どもに関する相談件数　2，010件

民生委員・児童委員の活動を支援することで、委員が実
施する身近な地域における子どもの見守り活動等を推
進する。

地域福祉課

地域一体となって自主的に子育て支援に取り組む団体
に対し、活動経費の一部を助成する。

地域一体となって自主的に子育て支援に取り組む団体
に対し20グループに助成金を交付した。また、令和7年
度は臨時的に子ども食堂を運営する団体に対し物価高
騰対策として17グループに支援金を交付した。

自主的に子育て支援に取り組む団体に対し、活動経費
の一部を助成し、地域における子育て支援の活性化を
図る。

子ども家庭支援センター

ー
令和8年度からの「こども誰でも通園制度」実施に向け、
実施施設の募集や認可等の体制整備を行った。

令和8年度より、保育施設等にて「こども誰でも通園制
度」を実施し、全ての子育て家庭に対して、保護者の多
様な働き方やライフスタイルに関わらない形での支援を
強化する。

保育企画課

子どもたちが放課後に安心して過ごすことができる居
場所として、事業者や地域と連携し、各校区で放課後子
ども教室を開催する。

市立小学校23校のうち、18校で定期的に放課後子ど
も教室を開催し、全体として前年度よりも開催回数が増
加した。

子どもたちが放課後に安心して過ごすことができる居
場所として、事業者や地域と連携し、各校区で放課後子
ども教室を開催する。

アフタースクール課

コミュニティ・スクールを全校に導入し、学校と地域の
人々が「地域でこんな子どもを育てたい」という『めざす
子ども像』に向かって、学校と地域が一体となり、地域
のTAKARA（宝）である子どもを育てるために熟議と
協議を重ね、学校運営に参画していく。

全市立小・中学校、特別支援学校で学校運営協議会（コ
ミュニティ・スクール）を開催した。『めざす子ども像』に
向かって、学校と地域が一体となり、地域のTAKARA
（宝）である子どもを育てるために熟議と協議を重ね
た。

コミュニティ・スクールが全校に導入されていることか
ら、学校と地域の人々が「地域でこんな子どもを育てた
い」という『めざす子ども像』に向かって、学校と地域が
一体となり、地域のTAKARA（宝）である子どもを育て
るために熟議と協議を重ね、学校運営に参画していく。

学校教育課

教員が子どもと向き合う時間を拡充するとともに、地縁
的なつながりの希薄化などによって低下が指摘されて
いる「地域の教育力」の活性化を図るため、学校支援地
域本部事業の実施により、地域全体で学校教育を支援
する。

学校支援地域本部事業について、ボランティアの資質向
上や事業の周知を目的として、ボランティア研修会を2
回実施した。また、学校園が支援を必要とする際に協力
を得られるよう、ボランティア希望者の情報をとりまと
め、学校園に共有した。

教員が子どもと向き合う時間を拡充するとともに、地縁
的なつながりの希薄化などによって低下が指摘される
「地域の教育力」の活性化を図るため、学校支援地域本
部事業の実施により、地域全体で学校園を支援する。

社会教育課

34
シニア世代と子育て世代との交流や触れ合いの機会や場の
創出に取り組みます。

◎
「たから・まご手帳」を活用した孫育ての啓発や、世代間
交流イベントによりシニア世代と子育て世代の相互理解
を図る。

「たから・まご手帳」を活用した孫育ての啓発を行った。
また、夢のかけ橋世代間交流事業でフレミラ宝塚の同好
会として活動しているシニア世代と小中高生が交流し、
延べ442人の参加があった。

シニア世代と子育て世代の相互理解を図るため、「たか
ら・まご手帳」を活用したイベントや講座を各団体と協力
して実施する。

子ども家庭支援センター

35
子どもたちの活動の機会を確保し、持続可能な地域スポーツ
クラブ・文化芸術環境の整備に取り組むため、部活動の地域
移行を推進します。

◎

地域の関係団体や指導者と連携し、子どもたちの活動
機会を確保しつつ、持続可能な地域スポーツクラブや文
化芸術活動の受け皿を整備する。段階的な移行計画を
策定し、学校と地域が協働して部活動の地域移行を円
滑に推進する体制を構築する。

地域クラブを約１００クラブ整備するとともに、円滑な移
行に向け、各種要項や手引き等の整備を行った。
また、保護者や生徒向けの周知イベントの企画や、地域
クラブのIT部と連携しポータルサイトの開設を行った。

宝塚市部活動地域移行基本方針に基づき、部活動の地
域移行を推進する。令和８年度中に地域クラブ活動が開
始することから、地域の関係団体や指導者と連携し、子
どもたちの活動機会を確保しつつ、持続可能な地域ス
ポーツクラブや文化芸術活動の受け皿を引き続き整備
する。

学校教育課

33
子どもを地域社会全体で育て、支える仕組みづくりを引き続
き推進します。
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計画 実績 計画

No 主な取組事項
※ 計画書に掲載している内容

令和７年度 令和８年度

主な担当課

②情報提供の推進 36

【広報事業】
広報誌や市ホームページ、ＳＮＳなどの媒体を活用する
他、報道機関への情報提供を通して、市民との市政情報
の共有を図る。
【コミュニティー・ＦＭ放送事業】
災害緊急情報や行政・文化・市民活動など地域に密着し
たきめ細かな情報発信ができる強みを生かし、市民と
の情報共有を図るとともに、市政への関心を高める。

【広報事業】
広報誌の定期発行や市ホームページ、ＳＮＳでの随時発
信、報道機関への継続的な情報提供などを通して、市民
との迅速かつ確実な市政情報の共有を図った。
【コミュニティー・ＦＭ放送事業】
災害時の緊急放送体制を維持しつつ、行政・文化・市民
活動など地域密着型の番組を放送し、市民との情報共
有を促進するとともに、市政への関心を高めた。

【広報事業】
広報誌や市ホームページ、ＳＮＳなどの媒体を活用する
他、報道機関への情報提供を通して、引き続き市民との
市政情報の共有を図る。
【コミュニティー・ＦＭ放送事業】
災害緊急情報や行政・文化・市民活動など地域に密着し
たきめ細かな情報発信ができる強みを生かし、市民と
の情報共有を図るとともに、引き続き市政への関心を
高める。

広報課

子育て世代にとって利用しやすいInstagram（インスタ
グラム）やnote（ノート）等のSNSを活用し、動画や記事
によるプッシュ型の情報発信を強化することで、子育て
支援情報の提供を推進する。

子育て支援情報の提供のため、Instagramの動画及
びnoteの記事として、阪神競馬場「あそび馬！」、子ど
も議会、末広中央公園、クリーンセンターのごみ収集処
理過程、水道局での水道水ができるまで、親子で楽しむ
スイーツ店の計６件を発信し、令和７年度末時点の平均
閲覧数が動画4,760回、記事402回となった。

子育て世代にとって利用しやすいInstagram（インスタ
グラム）やnote（ノート）等のSNSを活用し、動画や記事
によるプッシュ型の情報発信を強化することで、子育て
支援情報の提供を推進する。

子ども政策課

市公式LINEから発信する「きらきら子育てLINE」で、
妊娠期から満３歳までの子育て情報をタイムリーに発信
する。
また、Instagram（インスタグラム）を活用し、講座やき
らきらひろばの取組など、子育て情報を発信する。

きらきら子育てLINEを活用して子育て情報を配信する
とともに、講座やきらきらひろばの取組などをインスタ
グラムで周知した。

妊娠期から満３歳までの子育て情報を、タイムリーに市
公式LINEから発信する「きらきら子育てLINE」で提供
する。
また、Instagram（インスタグラム）を活用し、講座やき
らきらひろばの取組など、子育て情報を定期的に発信
する。

子ども家庭支援センター

６　子ども・若者の社会参加の促進

①居場所や遊び場、体験・学習機会の充実 ３７～３８

子どもたちが勉強等に利用できる部屋や卓球室を開室
することにより、子ども・若者にとってよりよい居場所
づくりに寄与する。

子どもたちが勉強等に利用できる部屋や卓球室を用意
することで、子どもや若者にとってよりよい居場所づく
りに努めた。

子どもたちが勉強等に利用できる部屋や、卓球室を開
室することにより、子ども・若者にとってよりよい居場
所づくりに寄与する。

各人権文化センター

子ども議会等を通じて、当事者である子ども・若者の意
見を聴きながら、関係部局等と連携して、子ども・若者
の居場所の充実を図る。

今年度の子ども議会における提案「全世代が心地よく
過ごせる公園づくりや熱中症対策等」について関係部局
等と連携し、屋外公園への屋根設置やクールシェアス
ポットの充実等を継続的に検討している。また、子ども
の居場所の可視化の充実にむけ、「たからづかつどい場
マップ」を運営している市社会福祉協議会と協議を行
い、連携を図った。

子ども議会や市HP内に開設した子ども・若者専用の投
稿フォーム「子ども・若者の“声"意見箱」等を通じて、当
事者である子ども・若者の意見を聴きながら、関係部局
等と連携して、子ども・若者の居場所の充実を図る。

子ども政策課

・高司・安倉・西谷児童館、子ども館について、それぞれ
指定管理者を指定し運営する。
・民立民営の中筋・御殿山・野上・平井児童館には運営費
の一部を補助する。

高司・安倉・西谷児童館、子ども館について、それぞれ指
定管理者を指定し、引き続き運営を行った。民立民営の
中筋・御殿山・野上・平井児童館については運営費の一
部を補助した。

高司・安倉・西谷児童館、子ども館について、それぞれ指
定管理者を指定し運営するとともに、民立民営の中筋・
御殿山・野上・平井児童館に運営費の一部を補助するこ
とで、居場所の充実を図る。

子ども家庭支援センター

子どもたちが放課後に安心して過ごすことができる居
場所として、事業者や地域と連携し、各校区で放課後子
ども教室を開催する。
不登校やひきこもりに悩む当事者とその保護者が安心
して参加できる居場所として、こもりん広場を開催す
る。

市立小学校23校のうち、18校で定期的に放課後子ど
も教室を開催し、全体として前年度よりも開催回数が増
加した。
宝塚市社会福祉協議会と連携し、ひきこもり当事者の
居場所や保護者会を定期的に開催した。

児童館・子ども館をはじめとした既存施設の利活用を検
討することにより、全ての子どもに安全で安心できる放
課後の居場所の提供を目指す。
また、子どもたちが放課後に安心して過ごすことができ
る居場所として、事業者や地域と連携し、各校区で放課
後子ども教室を開催する。

アフタースクール課

子ども・若者にとって、図書館がよりよい居場所となる
よう、展示や行事などを行い、読書活動を推進する。

子ども・若者にとって図書館がよりよい居場所となるよ
う、夏休みの時期には図書館探検隊や工作などの子ど
も向けイベントを実施したほか、中学生以上を対象とし
た読書会なども開催し、読書活動の推進に努めた。

子ども・若者にとって、図書館がよりよい居場所となる
よう、展示や行事などを行い、読書活動を推進する。

中央図書館
西図書館

36
SNS等の活用により、子育て支援等に関する情報発信の強
化を図ります。

◎

37

国の「こどもの居場所づくりに関する指針」を踏まえ、市の施
設について、子ども・若者にとってよりよい居場所となるよ
う配慮するとともに、多様な主体との連携により、既存の地
域資源を活かしながら多様な居場所の充実を図ります。

◎

7
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包括連携先や市民団体等と連携し、ものづくり体験や仕
事体験などブースを出展してもらい、遊びを通じて子ど
もたちの学び場となるイベント「ＫＩＤＳフェスinたからづ
か」を開催する。

5月10日と11日の2日間にわたり、KIDSフェスを開催
した。
包括連携先企業、市民団体、高等学校の協力を得てお
仕事体験などブース出展を行い、子どもたちの学びや
体験機会の創出につながった。

包括連携先や市民団体等と連携し、ものづくり体験や仕
事体験などブースを出展してもらい、遊びを通じて子ど
もたちの学び場となるイベント「ＫＩＤＳフェスinたからづ
か」を開催する。

企画政策課

子育て支援等を目的とする活動団体等との共催事業や
後援事業の実施により、子どもの成長に資する、子ども
たちのやってみたい遊びや体験、学習機会の創出に取
り組む。

子どもの成長に資する、子どもたちのやってみたい遊び
や体験、学習機会の創出に取り組むため、一般社団法人
阪神馬主協会との共催事業１件を開催したほか、子育て
支援等を目的とする市民活動団体やNPO法人等によ
る後援事業３５件を実施した。

子育て支援等を目的とする活動団体等との共催事業や
後援事業の実施により、子どもの成長に資する、子ども
たちのやってみたい遊びや体験、学習機会の創出に取
り組む。

子ども政策課

・大型児童センターの指定管理者を指定し、運営するこ
とで中高生世代の様々な自主活動を支援する。
・子育て支援団体との連携を図り、乳幼児とのふれあい
事業を実施する。

・大型児童センターの指定管理者を指定し、運営するこ
とで中高生世代の様々な自主活動を支援した。
・子育て支援団体との連携を図り、こもたのひろば等、
乳幼児とのふれあい事業を実施した。

・大型児童センターの指定管理者を指定し、運営するこ
とで中高生世代の様々な自主活動を支援する。
・子育て支援団体との連携を図り、乳幼児とのふれあい
事業を実施する。

子ども家庭支援センター

子どもたちが演技を通して身体を動かす喜びや表現す
ることの楽しさ、仲間と協力することの大切さを知るこ
とができるよう、音楽隊とバトン隊を設置する。

音楽隊は市内小学校9校で、バトン隊は市内小学校3校
と中学生隊で活動を行った。地域イベントの参加や保護
司会や警察からイベント出演依頼を受けるなど、外部イ
ベントの出演も行った。発表会については、昨年同様、
音楽隊は11月にベガ・ホール、バトン隊は3月にスポー
ツセンターで実施した。

子どもたちが演技を通して身体を動かす喜びや表現す
ることの楽しさ、仲間と協力することの大切さを知るこ
とができるよう、音楽隊とバトン隊を設置する。

アフタースクール課

環境フォーラムやＥＣＯ講座の開催、小学校や地域にお
ける環境学習の充実を図り、環境保全の推進を担う人
材の育成に取り組む。

・環境フォーラム（１４６名参加）、ECO講座（全６回、延べ
179名参加）を開催。
・「たからっ子エコライフノート」を市内の小学校へ配布
し、環境学習に活用。９校・522人からチェックシートの
送付があり、診断書を発行。
・こもたのカーニバルやたからんまつり等、主に子ども
たちを対象としたイベントへ出展。

環境フォーラムやＥＣＯ講座の開催、小学校や地域にお
ける環境学習の充実を図ることにより、子どもたちが身
近な環境に関心を持ち、主体的に学び、考え、行動する
力を育む取組を推進する。

環境エネルギー課

市民団体や地域資源と連携し、子どもたちの主体的な
活動を支える体験・学習機会を計画的に創出し、定期的
な意見交換や協働イベントの実施を通じて、子どもの
「やってみたい」を尊重した多様な活動の場を提供する
体制を整備する。

全市立小・中学校、特別支援学校で学校運営協議会（コ
ミュニティ・スクール）を開催した。保護者、地域、学校が
連携し、「地域とともにある学校づくり」を推進するとと
もに、子どもたちの主体的な体験・学習機会の充実につ
いて意見交換・協議を行った。

市民団体や地域資源と連携し、子どもたちの主体的な
活動を支える体験・学習機会を計画的に創出し、定期的
な意見交換や協働イベントの実施を通じて、子どもの
「やってみたい」を尊重した多様な活動の場を提供する
体制を整備する。

学校教育課

ー

10月14日のスポーツの日に、「宝塚スポーツフェスティ
バル」を開催した。オリンピック出場経験のあるアーチェ
リー選手による射的体験や各種目の体験教室、誰でも
楽しむことが出来るニュースポーツなどの体験教室を
行い、子どもたちがスポーツに親しむ機会の創出を図っ
た。

ー スポーツ推進課

ボランティア団体等とも協力しながら、「人形劇」「紙芝
居」「おはなし会」などの行事を行い、読書活動につなが
る学習機会の拡充に取り組む。

ボランティア団体と協力しながら、人形劇、紙芝居、おは
なし会などの行事を開催することで、読書活動につなが
る学習機会の拡充に取り組んだ。

ボランティア団体等とも協力しながら、「人形劇」「紙芝
居」「おはなし会」などの行事を行い、読書活動につなが
る学習機会の拡充に取り組む。

中央図書館
西図書館

39
パークマネジメント計画において、地域との協働によりロー
カルルール作り等を行い、子どもの遊び場の充実を図りま
す。

◎
公園区計画の作成に先行的に取り組む地区について
は、地域との協働によりローカルルール作り等を検討す
る。

公園区計画の作成に向け、地域へのアンケート調査や
ワークショップを実施することで、地域の公園等の現況
と課題や地域ニーズの把握等に努めた。

令和7年度に引き続き、公園区計画の作成に取り組み、
地域との協働によりローカルルール作り等を検討する。

公園河川課

38
市民団体等とも連携を強化し、子どもたちのやってみたい遊
びや体験、学習機会の創出に引き続き取り組みます。
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②参加型のまちづくりの推進 39

若者に宝塚市子ども審議会委員を委嘱することにより、
若者の社会参画の促進を図るとともに、意見表明の機
会を設ける。また、若者の意見を聴取し、施策に反映さ
せる仕組みづくりや、社会参画を促進する取組について
検討を進めるため、先進地である他自治体の好事例を
調査・研究する。

３０歳未満の若者に宝塚市子ども審議会委員を委嘱す
ることで、若者の意見表明の機会を設け、若者の社会参
画の促進を図った。また、市HP内に子ども・若者専用の
投稿フォーム「子ども・若者の“声”意見箱」を開設し、子
ども・若者から市政への前向きな提案やアイデア２件を
受け付け、市長が目を通した上で回答を行った。

宝塚市子ども審議会委員への若者の委嘱や市HP内に
開設した子ども・若者専用の投稿フォーム「子ども・若者
の“声"意見箱」で提案やアイデアを受け付けることによ
り、意見表明の機会を設け、若者の社会参画の促進を図
る。

子ども政策課

子どもたちの視点や意見を取り入れ、子どもたちがまち
の主役となって、就労体験を遊び感覚で行う子どもた
ちのまち「ミニたからづか」を実施する。

「ミニたからづか」の開催に向け、中高生で組織する「ミ
ニづかスタッフ」がミニづかスタッフ会議で議論を重ね、
企画の段階から大人実行委員と一緒に準備を行った。
また、小学生による「子どもリーダー」がお仕事習得講座
の受講やリハーサルを経て開催した。

子どもたちの視点や意見を取り入れ、子どもたちがまち
の主役となって、就労体験を遊び感覚で行う子どもた
ちのまち「ミニたからづか」を実施する。

子ども家庭支援センター

対象年度に20歳となる市民等で構成する企画委員会
の企画・運営により、「２０歳のつどい」を開催する。

対象年度に20歳となる市民等で構成する企画委員5人
が会議を6回実施し、２０歳のつどいを主体的に企画・
運営し開催した。

対象年度に20歳となる市民等で構成する企画委員会
の企画・運営により、「２０歳のつどい」を開催する。

社会教育課
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市政への提案を発表し、市長・教育長が答弁を行う「子ども議
会」を引き続き実施し、子どもの意見について、市政への反映
を図ります。

将来の宝塚を担う小学生、中学生、高校生及び特別支
援学校生が、子どもの立場からまとめた質問や提案を
議場で発表し、市長・教育長が答弁を行う「子ども議会」
を実施することで、子どもの意見について、市政への反
映を図る。

第２４回子ども議会を実施し、市内小・中・高等学校の子
ども議員16人が質問・提案を発表した。提案された27
事業の令和７年度末時点での実施状況は、完了9件、継
続18件、調整中0件、未着手0件で、子どもが意見表明
する機会を確保するとともに、広く子どもの視点から意
見を聴き、可能なものは市政に反映した。

将来の宝塚を担う小学生、中学生、高校生及び特別支
援学校生が、子どもの立場からまとめた質問や提案を
議場で発表し、市長・教育長が答弁を行う「子ども議会」
を実施することで、子どもの意見について、市政への反
映を図る。

子ども政策課

③自立・就労支援 40

広報誌を活用し、ひきこもり支援の取組状況を掲載する
ことで、相談を検討している当事者や家族に支援のイ
メージを持ってもらい、相談につなげやすくする。また、
webアンケートによる、ひきこもりの実態調査を実施す
る。

広報誌10月号にひきこもりについての特集記事を掲載
し、ひきこもりの実態やニーズを把握するために、記事
内でwebアンケートを実施した。当事者、家族、関係者
から複数回答があり、支援を希望する方へは新たに相
談支援につなげることができた。

市内の福祉団体等に協力を得て、福祉サービス従事者
に対して、ひきこもり支援策について意見聴取のための
アンケート調査を実施する。実態把握により適切な支援
を行い、長期化、深刻化を防ぐことを目指す。

せいかつ支援課

不登校やひきこもりに悩む当事者とその保護者が安心
して参加できる居場所として、こもりん広場を開催す
る。市ホームページや広報板での周知に取り組むととも
に、委託先の宝塚市社会福祉協議会と情報交換を密に
し、利用者の支援につなげる。

宝塚市社会福祉協議会と連携し、ひきこもり当事者の
居場所や保護者会を定期的に開催した。また、年に4回
関係者間で情報共有会議を行い、相談者のより良い支
援について検討した。
広報誌ではひきこもりの特集記事を掲載するなど市民
に広く周知した。

不登校やひきこもりに悩む当事者とその保護者が安心
して参加できる居場所として、こもりん広場を開催す
る。市ホームページ等での周知に取り組むとともに、委
託先の宝塚市社会福祉協議会と情報交換を密にし、利
用者の支援につなげる。

アフタースクール課

自ら就職活動を行うことが困難なひきこもりの方など
に対し、社会経験のための学習等を通じて、継続就労が
可能となるよう支援を行う。

自ら就職活動を行うことが困難なひきこもりの方など
を対象に、就職に役立つセミナーや職場体験の機会を
提供する宝塚市就労チャレンジプログラムを実施するこ
とで継続就労が可能となるよう支援した。

自ら就職活動を行うことが困難なひきこもりの方など
に対し、社会経験のための学習等を通じて、継続就労が
可能となるよう支援を行う。

商工勤労課
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ひきこもりに関する取組について広報し、イメージを持ちや
すくすることで相談を検討している当事者や家族の不安軽減
の一助とします。また、関係機関等と連携しながら有効なひ
きこもり支援について研究します。

◎

40
若者の意見を反映させる仕組みづくりについて検討を進め
るとともに、若者の社会参画を促進する取組についても検討
を進めます。

◎

9


